
山地憲治１００６２５ 1

次世代エネルギー・社会システム
－スマートグリッドから期待される社会システム革新－

山地憲治
地球環境産業技術研究機構（ＲＩＴＥ） 理事・研究所長

東京大学名誉教授

１．低炭素社会に向けた政策展開

２．スマートグリッドとは？

３．需要家が所有するエネルギー機器との連携

４．次世代エネルギー・社会システムの実証

５．スマート社会への展開と課題



私のエネルギー政策研究
研究手法とテーマ

世界エネルギーモデル
DNE21とその発展形

世界土地利用-エネル
ギーモデルGLUE→物質

エネルギー統合モデル

種々の需要家エネル
ギーモデル

電力市場モデル（マルチ
エージェントモデル）

AGS（東京大学ほか）

IPCC

世界エネルギー会議（１９９５）、
世界ガス会議（２００３）

総合資源エネルギー調査会
(新エネ法改正、RPS法、新・
国家エネルギー戦略)・・・

ICSU（IAC)、日本学術会議

グローバルエネルギーシ
ナリオ、地球温暖化対策

バイオマス供給力評価

新エネルギー導入政策

省エネルギー技術評価
（コージェネ、HP・・・)

Tokyo Half Project

＜手法＞ ＜テーマ＞ ＜出口＞

核燃料サイクルモデル
FCOMとその発展形

電源構成最適化モデ
ル＋送配電系統モデル

再処理vs使用済燃料

貯蔵

分散電源評価

原子力委員会
(原子力政策大綱)

中央環境審議会
(CO2原単位問題)

産業構造審議会・地球環境部会
（CO2回収・貯留技術開発計画）

総合科学技術会議
(エネルギー分野、
温暖化対策分野)

バイオマスニッポン総合戦略
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From Study to Policy: some cases
Outline of Research History

・・・・・・｜・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・｜・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・｜・・・・・・・・・・・・・・・・・・・｜
1980 1990 2000 2010

Nuclear Fuel Cycle:

DSM :

Climate Change:

Bioenergy:

Integration of Automobile and Power System:

Distributed Energy:

SD Models FCOM (optimization models)

Books for Public, Participation in Governmental Decisions

Process Models

DNE21 Model

IPCC

GLUE Model
Japan Biomass Strategy

RPS

Smart Grid

Generation Mix Model
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○「低炭素社会づくり行動計画」（２００８年７月２９日、閣議決定）

「2020年を目途に「ゼロエミッション電源」の割合を50%以上に引上げ」 、「太陽光発電の導

入量を２０２０年に１０倍、２０３０年には４０倍とすることを目標」、「３～５年後に太陽光発電
システムの価格を現在の半額程度に低減することを目指す」 、等の方針が決定した。

○二階俊博経済産業大臣が「太陽光発電の新たな買取制度」を表明（２００９年２月２４日）

「国民の皆様の全員参加型」で太陽光発電の導入拡大に取り組む姿勢を表明。

○麻生太郎内閣総理大臣スピーチ（「新たな成長に向けて」）（２００９年４月９日）

「太陽電池、電気自動車、省エネ家電は新三種の神器」、「２０２０年には、エネルギー消費
に占める再生可能エネルギーの比率を今より倍増して、世界最高水準の２０％まで引き上
げたい」、「太陽光発電の規模を、２０２０年までに今より２０倍に」

○「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の
有効な利用の促進に関する法律」の成立（２００９年７月１日）

〇鳩山由紀夫新首相の国連気候変動首脳会議における発言（２００９年９月２２日）
地球温暖化対策の中期目標として「1990年比で言えば2020年までに25％削減」を表明

低炭素社会への最近の動き（１）
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低炭素社会への最近の動き（２）

○余剰電力買取制度小委員会：

2009年11月から実施；住宅用48円/kWh、非住宅用24円/kWh、ダブル発電に
ついては各々39円と20円；10年間固定価格買取；2011年度以降は買取価格
低減の見込み；暦年の買取費用（回避可能原価は控除）を翌年度にkWhあた
り均等に太陽光サーチャージとして回収（過不足は翌年度に調整）、2010年度

のサーチャージはゼロ（１銭以下になるため）

○再生可能エネルギーの全量買取に関するプロジェクトチーム：

現在審議中；２０１０年３月に制度の選択肢を提示、制度の詳細決定は参議院
選挙後

○次世代エネルギー・社会システム協議会：

現在審議中；システム実証（４月に４件選定）を早急に開始、標準化、ロード
マップ作成、部分最適を全体最適につなぐ仕組みが大切

○総合部会・基本計画委員会：

３月末までにエネルギー基本計画見直しの方針を提示、パブコメを経て見直し
案を取りまとめ6月18日に閣議決定
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スマートグリッドとは

○欧米を中心にスマートグリッドの概念が提唱。

＜スマートグリッドの概要（定義は明確になっていない）＞
• 従来からの集中型電源と送電系統との一体運用に加え，情報通信ネット

ワークにより分散型電源やエンドユーザーの情報を統合・活用して，高効
率，高品質，高信頼度の電力供給システムの実現を目指すもの

• ＜スマートグリッドのイメージ＞

 
集中型電源 電気・

情報
電気・
情報

分散型電源 

送電系統／需要地系統 エンド・ユーザー 
（産業/住宅用電気機器）

（蓄電池含む）

（低炭素電力供給システム研究会資料）
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低炭素電力供給システム研究会０９０７０１
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低炭素電力供給システム研究会０９０７０１
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家庭に入ってくる様々な電気機器
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太陽光発電の導入シナリオ（最大導入ケース）

太陽光発電の導入量は、長期エネルギー需給見通しにおける最大導入ケースとし、
2020年度で350万ｋｌ（1，400万ｋＷ）、2030年度で1，300万ｋｌ（5，300万ｋＷ）とした。

２０２０ ２０３０２００５

非住宅約４割

２０２１～２０３０
・新築戸建全体約５０万戸／
年
の８割に導入
・既築約２５万戸／年に導入

住宅用：約３２０万戸

住宅用：約１０００万戸

２００５年の
約１０倍

３５万ｋｌ（１４０万ｋＷ）

３５０万ｋｌ（１４００万ｋＷ）

１３００万ｋｌ（５３００万ｋＷ）

住宅約8割

非住宅約2割

２０１１～２０２０
・新築戸建持家約３０万戸／
年
の７割に導入
・既築は５万戸／年に導入

・産業用・公共用ポテンシャ
ルの概ね１割（ストック）に導
入

住宅約８割

非住宅約２割

住宅約６割

２００５年の
約４０倍

・産業用、公共用ポテンシャ
ルの概ね８割（ストック）に導
入

出典：「長期エネルギー需給見通し」（平成20年5月）

20倍へ目標引き上げ余剰電力を電灯料
金の２倍で買取
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【課題】太陽光発 電が増加 すると、休日 など需 要の少ない時
期に、ベース供給 力（原 子力+水力+火力 最低出力 ）と
太陽光 の合計発 電量が需 要を上回 り、余剰 電力が発
生（右図）。

【対策】蓄電池の 設置、ＧＷや年末年 始など低 負荷期 におけ
る出力抑制 等

１．余剰 電力の 発生

２４時

原子力発電

水力発電（流込式）

太陽光発電

火力発電揚水動力

０時 １２時 １８時６時

需要
火力最低出力

揚水
発電

２．出力 の急激 な変 動

３．電圧 上昇

【課 題】太 陽光発電 の出力は 、天 候などの影 響で大きく
変動（右下図 ）。短期的 な需給バ ランスが崩れると
周波数が 適正値を超えて、電気の安 定供給 （質の
確保）に問題が 生ずるおそれ。

【対 策】出 力調整機 能の増強 等

【課題】太陽 光パネルの設 置数が増 加した場 合、配電網の
電圧 を適正 値（101±6V）にするため太 陽光発 電の出
力を抑制せ ざるを得なくなるおそれ。

【対策】配電 網の強化（柱上 変圧器の 増設） 等
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晴れ

晴れ→曇り

雨

太陽光発電の出力変動

○太陽光発電等の再生可能エネルギーが大量に導入された場合の系統安定化対策として、
柱上変圧器の増設などの電圧上昇対策に加え、蓄電池の設置や出力抑制等の余剰電力
対策が必要となる。

太陽光発電等の再生可能エネルギー大量導入時の課題

余剰電力
の発生

出所：再生可能エネルギー全量買取PT
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出所：再生可能エネルギー全量買取PT
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大電源脱落時の周波数、予備力応動状況例

電源脱落

周
波
数

規定周波数

予備力０の場合の周波数系統の慣性エネルギー放出
による降下速度の緩和

LFC出力＋手動調整による回復

瞬動予備力
による回復

出典：日本電力調査委員会・電力需要想定および電力需給計画算定方式の解説

運転予備力発動期 待機予備力発動期

瞬間予備力発動期予
備
力
発
動
状
況

瞬動予備
力

並列中発電気
のLFCおよび手
動調整による
出力増 停止中水力

の起動発電

停止中火力
の起動発電

１０秒程度 数分 数時間

◆その他、風力
大量連系時の出
力変動時

◆分散型電源、バ
ッテリーが代替で
きるか？
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充電制御無し 50[MW] (100,000cars) 150[MW] (300,000cars)

充電制御無し

50MW

150MW

（乗用車台数）

風力発電　定格出力：1200MW

出所：高木雅昭，山本博巳，山地憲治：系統連系されたプラグハイブリッ
ト車の充電制御による風力発電連系可能量の評価，電気学会論文誌Ｂ

電力・エネルギー部門誌 vol.128 No.12，pp1513-1521（2008）

ＰＨＥＶの充電制御による風力発電導入時の周波数変動の抑制効果
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社会システムの情報化

総合エネルギー産業の展開

成長戦略

情報セキュリティ

サイバーテロ

個人情報保護

標準化

システムとしての競争

IT家電

まずは、地域システムとしての実証

スマートハウス

スマートシティ

スマートグリッド、スマートメータ

スマートエネルギーネットワーク

低炭素社会

電力システムと自動車の結合

次世代エネルギー・社会システムの展開
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低炭素電力供給システム研究会０９０７０１
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低炭素電力供給システム研究会０９０７０１
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エネルギーシステム統合の意義と課題

意義：
・システム境界拡大による最適化（コスト、効率、ＣＯ２削減…）

・需要家の選択肢の多様化（品質への要求水準の差異化…）

・地域資源の活用（バイオマスなど輸送が困難な分散資源活用…）

・システム変化の柔軟性（ヴァーチャルネットワーク、料金制度…）

・ICTの技術進歩の取込：ICTの進歩・普及速度はエネルギー技術より速い

課題：
・ネットワークの保守性の下でも拡張性を持つ機能の選択

・サイバーテロや個人情報保護に対する対策

・公共インフラ形成に関する社会的合意

部分最適を如何に全体最適につなげるか?
サブシディアリティ：需要家(HEMS, BEMS)、地域(μグリッド）、

→ スマートグリッド・スマートエネルギーネットワーク

→ スマート社会
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ウェブ検定URL

http://www.ene-kentei.jp/
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ウェブ検定（無料）

合格証書

http://www.ene-kentei.jp/


